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研究成果の概要（和文）：2004年インド洋地震に伴う津波被害を受けたインドのタミルナドゥ州、インドネシアのアチ
ェ市、および2009年の東日本大震災に伴う津波被害を受けた東北地方（南三陸町）の3地域に関して、訪問調査および
アンケート調査により、地域再生におけるコミュニティ組織やソーシャル・キャピタルの役割について国際的な比較研
究を行った。
その結果、住居移転、生活再生の両面において、伝統的な地域組織や新しいセルフヘルプグループの役割が大きく、そ
れらの組織やソーシャルキャピタルが復興や地域再生にとって重要であることが確認された。

研究成果の概要（英文）：About 3 areas of State of Tamil nadu, India, Aceh city, Indonesia, and 
Minamisanriku-cho, Japan which received tsunami damage with the Indian Ocean earthquake in 2004 and the 
East Japan great earthquake disaster in 2009, we performed an international comparative study about the 
role of community organizations and the social capital in the regional recovery by a visit investigation 
and questionary survey.
As a result, we foulnd that the role of traditional community organizations and new self-help groups was 
important in both processes of relocation and livelihood recovery, and that those organizations and 
social capitals were important to recovery from the damages and further community development.

研究分野： 政治学

キーワード： コミュニティ・エンパワメント　ソーシャル・キャピタル　地域再生　レジリエンス　NPO/MGO　地域組
織　セルフヘルプグループ
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１．研究開始当初の背景 
災害からの復興過程は、コミュニティに社

会的変化をもたらす“機会の窓”であるとい
われている。東日本大震災の被災コミュニテ
ィにおいても、生活再建、産業復興に向け、
多様なアクターの関与のもと、従来の枠組み
を超えた新たなエンパワメントの試みが繰
り広げられている。 
過去の災害事例を振り返ると、復興を契機

としてコミュニティに生まれたエンパワメ
ントの枠組みは、合意形成、意思決定、資源
配分のメカニズムとして復興を促進するだ
けでなく、復興後も地域の持続的発展を支え
る基盤となってきた。例えば、阪神・淡路大
震災時に緊急的なイニシアティブとしてア
ドホックに生まれた中間支援組織は、復興過
程を通じ安定的、持続的な組織へと発展し、
今日では地域に不可欠なサービス提供主体、
事業推進機関として存立している。 
こうした復興過程のエンパワメントの枠

組みについては、一般に各国、各地域の制度
環境や統治機構、社会風土に由来するところ
が大きく、それ故に、従来、‘成功’事例を
発掘しても、その成功要因を地域的特殊性や
文化的固有性に帰着させ、成功を‘個別化’
させてしまうきらいがあった。 
しかし、近年の研究では、いずれのエンパ

ワメントの枠組みも内外のネットワークの
インターフェースとして機能し、コミュニテ
ィにおける社会的結合の促進と、外部との相
互作用によるイノベーションの創出を同時
に達成する仕組みとして機能している点で
共通の特性をもつことが明らかになりつつ
ある。そして、この点から、文化、制度的環
境の差異を乗り越え共有できる、普遍的なエ
ンパワメント理論導出の可能性が見出され
つつある。 
 
２．研究の目的 
本研究は、代表者および分担者等が実施し

てきた災害復興過程の研究を土台としつつ、
新たな国内外の復興事例の検証と、政治学を
中心とする学際的なアプローチの導入によ
り、コミュニティ・エンパワメントの枠組み
の生成・発展、創発過程をより多角的、総合
的な視点から解明しようとするものである。 
また、エンパワメントの枠組みが、どのよ

うに住民、市民、アソシエーション等の参画
による横断的ネットワークやガバナンスの
場の形成を促進し、よりよい復興や持続的発
展に寄与していくのかを明らかにするもの 
である。 
さらに、エンパワメントの枠組みを災害復

興の枠の中でのみ論じるのではなく、地域再
生や社会的包摂等の文脈の中で捉え直し、よ
り普遍的な見地から、その意義や可能性を探
ることも、本研究の目的の 1 つである。 
 
３．研究の方法 
本研究では、災害復興過程におけるコミュ

ニティ・エンパワメントの枠組みの生成・発
展メカニズムを以下の方法により検証した。 
 
（１）現地フィールド調査の実施 
日本、インド、インドネシアで発生した大

規模災害の被災地を事例に取り上げ、現地フ
ィールド調査を実施した。 
海外共同研究者との連携のもと、主要アク

ター（エンパワメントの枠組みの中核をなす
被災地コミュニティ組織及びその構成メン
バー）へのインタビューにより実態の解明に
あたった。 
また、行政機関、支援機関、大学・研究機

関など、エンパワメントの枠組みを支援する
外部関係者にも調査を行った。 

〈研究の対象事例と調査地域・時期〉 
・東日本大震災（発災：2011 年） 

調査地域：宮城県（南三陸町、石巻市） 
  調査時期：2012 年 8月 

2013 年 8月 
2014 年 8月～9月 

・ジャワ島中部地震（2006 年） 
調査地域：ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｮｸﾞｼﾞｬｶﾙﾀ特別州 

  調査時期：2013 年 3月 
・インド洋大津波 （2004 年） 

調査地域：ｲﾝﾄﾞ、ﾀﾐﾙ・ﾅｰﾃﾞｭ州 
     ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｱﾁｪ州 
調査時期：2014 年 2月 
     2015 年 1 月 

・グジャラート地震（2000 年） 
調査地域：ｲﾝﾄﾞ、ｸﾞｼﾞｬﾗｰﾄ州 
調査時期：2013 年 6月 

・阪神・淡路大震災（1995 年） 
調査地域：兵庫県（神戸市） 

  調査時期：2013 年 6月 
 
（２）研究会の開催 
 研究の対象事例や調査対象地域等に専門
的な知見を有する国内研究者を招聘し、研究
会を開催した。 
 
（３）アンケート調査の実施 
インド、タミル・ナーデュ州において、全

インド減災研究所（ALL Indian Disaster 
Mitigation Institute）の協力のもと、被災
住民に対し、アンケート調査を実施し、住宅
再建や生活復興の状況について把握に努め
るとともに、コミュニティ・エンパワメント
の効果の検証にあたった。 

〈調査の概要〉 
・調査地域：インド、タミル・ナーデュ州 
・調査対象：被災 4漁村集落 
・標 本 数：各集落 50 世帯 計 200 世帯 
・調査項目：災害後のコミュニティへの帰属

意識、参画状況、ネットワー
ク・パートナーシップの形成状
況、自助・共助の活動実態、外
部支援の状況、住宅再建、生活
復興の課題 等 
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４．研究成果 
（１）エンパワメントの枠組みを規定する文
化的、制度的要因の分析 
エンパワメントの枠組みの形成に影響を

もたらした文化的、制度的要因について経路
依存的な解釈を試みた。 
コミュニティの社会的結合状況（互酬性の

論理の継承、伝統的自治組織の存在）を観察
するとともに、復興計画のフレームや公的支
援の内容の把握に努め、エンパワメントの制
度的展開状況を調査分析した。 
 そして、調査分析からは、災害後誕生した
新たな地域組織の多くは、単独で設立・運営
されているのではなく、既成団体や地縁組織
との様々な結びつきのなかで設立・運営され
ていることが明らかになった。すなわち、そ
の活動の多くは、地域、コミュニティの風
土・文化を基盤として成立していることが分
かった。 
 そして、復興過程での地域組織の活動を通
して、集団内部の結びつき、すなわちソーシ
ャル・キャピタルの再生やコミュニティの文
化資産の継承・発展が図られていることも確
認できた。 
 他方、エンパワメントの制度展開の必要性
については、災害後に提起されたのではなく、
災害前より政策構想（アイデア）として唱導
されていたケースが多い実態を突き止めた。
すなわち、ステークホルダーがそれを受容す
るのに必要な融和のプロセスは、既に災害前
より築かれていたことを理解するに至った。 
 こうした長期にわたるプロセスが存在し
たことと、復興過程を通してエンパメントを
めぐる多様な政策オプションが提示された
ことで、エンパワメントを施策や事業のなか
に組み込みやすい状況が成立したとの結論
を得た。 
 
（２）ローカル・ガバナンスの動態的変容の
解明 
エンパワメントの枠組みのもとで発現す

るローカル・ガバナンス（地域自治）の基調
が復興過程での時間の経過や目的の変化に
伴って如何に変容していくかを探った。 
 その結果、フォーマルな機関とその周辺の
インフォーマルな組織との間を‘橋渡し’す
る地域組織の活動が、連帯的・水平的ネット
ワークを生み出し、ローカル・ガバナンスの
構造に変容をもたらし得る可能性を見出す
ことができた。 
すなわち、エンパワメントの枠組みの中核

をなす地域組織が生成・発展し、ネットワー
クに構造的に埋め込まれることで、旧来の
‘政策コミュニティ’に立脚したガバナンス
構造からの転換が進む可能性を示唆した。 
そして、復興過程を通してローカル・ガバ

ナンスは、従来の‘ヒエラルキー’主導から、
‘ヒエラルキー’と‘ネットワーク’という
2 つの基調が交互に表出する形へと転換して

いく傾向にあるとの見解を示すに至った。 
（３）コミュニティの持続的発展に向けた新
たな活動主体の役割の解明 
復興過程のエンパワメントの枠組みのな

かで、新たな活動主体として創生された地域
組織の活動状況をながめ、それらがコミュニ
ティの内発的、持続的発展の基盤強化に如何
に寄与しているかを検証した。 
 そして、検証の結果、地域組織は多様なア
クターが有する情報・知識、人材、資金等（地
域固有の知恵（地域知・経験知）と高度な専
門的知識（専門知）、ボランティアと専門家、
事業収入と助成資金・寄付など）を柔軟に組
み合わせ、地域の課題解決を寄与しているこ
とが明らかになった。 
地域組織は、震災前には調達不可能であっ

た資源を活用することで、新たな取り組みの
実践（ソーシャル・イノベーションの創出）
に成功し、被災コミュニティのつながり再生
やキャシティ・ビルディング（人材育成、起
業支援等）等の復興まちづくりにおいて、サ
ービス提供主体として十全に機能している
ことが分かった。 
そしてその活動は、復興の選択肢の多様化

につながるとともに、地域の持続的発展基盤
としての実践コミュニティの形成を促進す
ることになったとの結論を得た。 
 
（４）レジリエントな（復元力に富む、柔軟
かつ強靱な）地域づくりに係る提言 
復興過程におけるエンパワメントの枠組

みが、復興の最終的な目標である持続可能性
の追求とレジリエンス（回復力、対抗力、再
生力）の向上に貢献し、地域の再生・創生を
実現する可能性を検証し、提言を行った。 
 具体的には、復興過程を通して形成された
様々な地域組織・ネットワークがコミュニテ
ィ内に重層的、多元的に張り巡らされること
で、リスク・コミュニケーションが強化され、
災害の影響に対する吸収力、回復力の向上が
図られることを示唆した。 
 また、資源を即興的に創り出し繋ぎ合わせ
る力を有する地域組織が多数存在すること
で、「ネットワーク化された適応力の集合体」
としてのコミュニティ・レジリエンスの向上
に資することになるとの見解を示した。 
さらに、地域組織による協働の深化、地域

の持続的発展基盤の形成が、地域、コミュニ
ティのソーシャル・キャピタルを高め、地域
資産の「動員力」向上を図ることで、次の災
害リスクの軽減、社会的脆弱性の克服につな
がるとの知見を示した。すなわち、地域組織
のそうした取り組みが、災害に対する抵抗力
（潜在的防災力）の強化につながることを訴
えた。 
そして最終的に、コミュニティ・レジリエ

ンスの向上に向けて、その源泉である地域の
歴史・文化資源、ソフトパワーの継承・発展
の重要性を提起するとともに、継承・発展の
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受け皿としての地域組織の可能性を示唆し
た。 
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